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はじめに 
 
本書は、自治体学会が、2012 年 7 月から 10 月にかけて全国 4 個所で、企画・実施した、
西尾勝 10時間巡回集中セミナーの講義録である。自治体学会は、地方自治に関する学会のな
かでも、自治体職員が自己研鑽を積む、現場学としての学会という特徴をもつ。 
著者は、（公財）後藤・安田記念東京都市研究所理事長であり、日本の行政学の第 1人者
であるが、なんといっても、1995年から、地方分権推進委員会委員・行政関係検討グループ
長を務めて第１次分権改革を推進したのを皮切りに、日本の自治・分権の推進のための制度
改革の第一線で活躍、今も第 30次地方制度調査会会長を務めているというように、地方分権
推進の立役者といってよい存在である。 
30年前、著者は恵庭市（北海道）で、職員でつくる自主研究グループ恵庭市役所まちづく
り研究会（略称 まちけん）の要望に応えて、「まちづくりセミナー」の講師を務めた。そ
のセミナーの仕掛け人の自治体職員にして、自治体学会の現運営委員が、この集中セミナー
の仕掛け人である。その仕掛け人によれば、自治体に就職しようとする人の多くが、「公務
員になること自体が目的」化し、「合格すると満足して目的を見失い、組織に埋没していく」
という職場の現状に対して、「若者が自治に夢や理想を託す道筋を開いていきたい」という
願いから実現したものである。 
しかし、本書はいわゆる地方自治の啓蒙書ではない。著者が述べている、地方自治の現状
と課題、なかでも地方分権をめぐる状況と課題は、冷静な認識と実践への意欲に裏打ちされ
たものだからである。本書は、自治体職員の必読書であるにとどまらず、市民であることを
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志す、すべての住民に対して、地方分権と地方自治をどのような状況認識と課題意識におい
て捉えるべきかを示唆しているものとなっている。書評として取り上げることとした所以は
そこにある。 
 
 講義の構成をここで掲げておこう。 
 
開講の辞 
第 1講 自治の原型と発展 
Ⅰ 自治（自律）と支配（他律）  Ⅱ 自治の原型と支配の原型 
Ⅲ 社会構造の変動と統治の変貌  Ⅳ 家族の変貌と福祉保健医療サービスの膨張 
Ⅴ 「まちづくり」の課題と担い手 
第 2講 協働と参加の住民自治 
Ⅰ 協働の領域――地域自治組織と自発的結社  Ⅱ コミュニティ単位の協働 
Ⅲ 参加の領域 
第 3講 地方分権改革の流れと路線 
Ⅰ 地方分権改革の流れ  Ⅱ 「残された課題」   
Ⅲ 「政治主導」に基づくその後の改革の流れ 
第 4講 市区町村計画の策定 
Ⅰ 市区町村計画を策定する意義  Ⅱ 市区町村計画に盛り込むべき計画事項  
Ⅲ 住民参加による策定手続と計画手法 
Ⅳ 生活環境指標（コミュニティ・カルテ）を作成する意義 
Ⅴ 首長の政治主導と市区町村計画策定の周期及びローリング 
第 5講 自治体職員の役割と心構え 
Ⅰ 自治体職員の専門能力とは何か  Ⅱ 自治体職員の公共感覚  
Ⅲ 地方分権改革の成果を活かせ 
第 6講 道州制講想と大都市制度再編構想についての私見 
Ⅰ 「道州制構想」についての私見   
Ⅱ 「出先機関の原則廃止」論議についての私見    
Ⅲ 大都市制度再編構想についての私見 
第 7講 東日本大震災に想う 
Ⅰ 東日本大震災の特殊性  Ⅱ 東日本大震災への対応と地方自治 
Ⅲ 土地利用計画規制諸法と復興計画の策定    
Ⅳ 救助・救援・復旧・復興のための職員派遣の仕組み 
Ⅴ 離散家族を把握する仕組み 
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第 8講 地域の振興と成熟－原発事故に鑑みて 
Ⅰ 原発立地自治体と基地立地自治体  Ⅱ 地域の振興と成熟   
Ⅲ 誘致と内発的発展  Ⅳ 地球温暖化対策――抑制と適応策   
Ⅴ エネルギーの地産地消 
終講の辞―――「あとがき」に代えて 
 
1 現下の地方分権改革要求についての 3つの危惧 
 
 「開講の辞」において著者は、現在の自治・分権をめぐる状況に強い危惧の念を抱いてい
ると述べる。この 20年、地方分権改革の第 1線を切り開いてきたといっていい著者自ら、「地
方分権改革はいま、大きな曲り角に差し掛かって」おり、「このあたりでもう一度原点を再
確認して、出直しを図らなければならないのではないか」と痛感しているというのである。 
 その危惧の念は、分解するとつぎの相互に関係する 3点になるという。 
第 1は、地方分権改革の究極の目的の、正しい理解という点である。この間の地方分権改
革は、直接は、「自治体の首長の裁量権を拡充する改革」、「地方議会の地位と権能を強化
する改革」、「自治体職員の職務を遂行しやすくするための改革」、であったが、「『究極』
の目的はあくまで、『住民自治の拡充』なのであり、「住民の広い意味でのまちづくり活動
の活性化こそが究極の目的」であることが正しく理解されていないというのである。 
 第 2は、地方分権改革のむずかしさの的確な認識という点である。「地方分権改革は、政
治構造改革のひとつであって、利害関係がからむ解決困難な問題」である。今後の分権改革
は、「これまで以上に、官僚機構が反発し、自治体相互間の対立抗争が激化することはほぼ
間違いなく」、しかも、「政治主導の改革は、いったん走り出すと、どこへ向かって行って
しまうかわからないという、怖さと危うさをもつ」のであり、「決して容易な改革」ではな
いというのである。 
 第 3は、地方分権改革に対する要求の行き過ぎという点である。最近の改革要求を見てみ
ると、「勝手気儘で、性急なものが多くなってきて」おり、「要求しておけば、数年のうち
に実現するものと、安易な期待を抱いているのではないか」というのである。 
 本書は、このような状況認識のもと、自治体職員、そして、市民たろうとする住民に発せ
られた、「自治」と「分権」の 2つのキー・ワードを原点に立ち返って再考したものである。 
 そして、著者の基本メッセージは、「これ以上の分権化を求めて右往左往することは、し
ばらくさし控え、それぞれの自治体の現場で自治の実践の質を高め、自治の本領を発揮する
ことに、皆さんの関心とエネルギーを向け直してほしい」という点にある。地道な、当然と
いえば当然のことに再確認を促したところに本書の一番の意義がある。 
 以下、この書評では、上記の 3点について著者の展開を整理し、「自治」、「分権」に関
わるキ ・ーワードの理解に関する的確な指摘について適宜言及していくこととする。そして、
110  嘉悦大学研究論集 第 56巻第 1号通巻 103号 平成 25年 10月 
地道な「自治」「分権」の前進のための立ち位置はどこにあるのか、確認してみようと思う。 
 
2 「地域主権」という、キャッチ・フレーズの否認 
   ――「国民国家の統治」と「自治体による自治」の均衡は程度問題―― 
  
 上で述べた 3点に入る前に、「国民国家の統治」と「自治体による自治」の両者の関係に
ついての著者の基本認識を、確認しておきたい。そのことは、先の政権党が使用した「地域
主権」というキャッチ・フレーズの否認につながる。 
 著者は、「地方分権改革は、国民主権に基づく国民国家による統治を否認するものであっ
てはならないという強い信念」をもつと述べる。「国民国家による統治」と「自治体による
自治」の均衡は、いずれにせよ、程度問題であり、「国民国家による完全統治はあり得ず、
自治体が独立国家のように振る舞う完全自治というのもあり得ない」というのである。 
 先の民主党政権が掲げた「地域主権改革」というキャッチ・フレーズは「国民に間違った
メッセージを発しているもので、容認しがたい」と述べる。著者は「地域主権型道州制」に
ついてもそれが、「連邦制的道州制」をさすとすれば、単一主権国家の形態を地方単位の複
数の主権国家に分割し、複数の主権国家で構成する連邦国家へかえることにも賛成しないと
する。なぜなら、連邦制国家は、歴史的な経緯、あるいは民族上の理由、宗教上の理由とい
った事情があるために、採用されているもので、そのような事情のもとに日本はないからで
ある。 
 「自治体は国に成り代わろうとするものではなく、国が本来担うべきものを自治体がやっ
てしまおうと考えるのは誤りである」と述べる。自治体は国家を構成する部分団体にすぎな
いのであり、「本分を弁え、本分を守り、本分を尽くす」ように努めることが大切だと強調
する。これは、先に述べた第 3の危惧につながるものでもある。 
 
3 「住民自治の充実」が、地方分権の究極の目的 
 
（1）団体自治よりも住民自治の充実が最も重要 
 地方自治には「団体自治」と「住民自治」の両面があるといわれるが、著者は、日本の地
方自治においては、「住民自治の側面の充実こそが最も重要であり、次いで重要なのは団体
自治の側面のうちの所掌事務について自律的に自己決定し得る権限の拡充である。そして、
団体自治のうちの自治体の所掌事務の範囲の拡張は二の次の課題である」と述べる。 
 この指摘の後段については、地方分権のあり方の説明で、さらに詳しく述べたいが、簡単
にいえば、基礎自治体（市区町村）、広域自治体（道府県）、国という 3層の政府による構
成を前提として成立している、日本という国家において、所掌事務の再構成はたやすく行え
るものでも、行うべきものでもないという認識が根底にあること、そして、なによりも、住
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民自治の充実のために自治体制度があり、基礎自治体と広域自治体は、そのためにこそある
と著者はいいたいのである。 
 
（2）住民自治は「協働の領域」と「参加の領域」から成る 
 では、住民自治とは住民のどのような営みを指すものであろうか。2 つの領域からなるも
のとみる。それは、「協働」と「参加」である。「協働」とは、自治体の政治・行政活動と
は別に、「地域住民が自主的に協働して『まちづくり』に取り組む諸々の活動の領域」であ
り、「参加の領域」とは、「自治体である市区町村の市町村政の諸側面に地域住民が参画す
る諸々の活動の領域」である。「いわゆる協働」つまり、公と私が協力して遂行する諸活動
は、この著者の定義によれば「参加」に含まれる。 
 「いわゆる協働」の面では、地域では、半公半民型の活動、たとえば自治会・町内会、社
会福祉協議会などが、上意下達と下意上達の機能をはたしてきた。新たに組織されたコミュ
ニティ協議会においても、自主的に斬新な活動や事業を企画し、実践しようとする熱心な活
動家が生まれなかった。一方、NPOの登場は、自治体のまちづくりにおいても期待できるも
のをもつ。自発性をもち、専門能力を有する「提言型 NPO」が登場してきたからである。こ
れからのコミュニティにおける「協働」においては、自治会・町内会的な活動と、ボランテ
ィア・NPO的な活動を、自治体職員自身が、その長所短所を知りつくして、簡単ではないが
コミュニティ協議会などの活性化に結び付けていく必要がある。 
 「参加の領域」であるが、参画の局面は、「市区町村長及び市区町村議会議員を選挙する
局面から始まって、市区町村政の政策発議、政策立案、政策実施、政策評価のすべての局面
に及び得る」。さらに、「参画する姿勢に着目すれば、苦情相談、陳情請願、政策提言、施
策・事業計画に対する批判・抗議・異議申し立て、住民監査請求・住民訴訟の提訴等々もあ
れば、これらとは全く逆に、種々の事務事業の執行やイベントの実施等に対する協力、ある
いは事務事業執行の受託まで含まれる」。 
この「協働」と「参加」の区分はクリアである。「いわゆる、自治体と NPO の協働」問
題を考える上でも基本的視座が提供されていると読む。  
住民の「参加」において、自治体職員が理解すべきことは、「これまで、『参加』の機会
を持たなかった住民の生の声に耳を傾けることの大切さである」。自治体職員の常識から見
れば、非常識と思われる「市民的常識」に接すること、住民が保有している多種多様な専門
知識と知恵を、「まちづくり」に動員するということである。 
 
（3）自治体が担うのはまちづくりであるということ 
 そうした視点に立つ時、自治体とは、中でも基礎自治体である市区町村とは、変化する地
域の諸課題に機敏に対応すること、すなわち、まちづくりを担うことである。基礎自治体と
は、住民にもっとも身近な政府であり、地域社会の微小な変化に最も早く気付き得る、第 1
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線の政府である。そして、地域住民の真のニーズに応えるには、市区町村として何をなし得
るのか、何をなすべきなのかを考え、対応策を構想する。地域住民の真のニーズを把握する
ためには、地域住民の中に入り込み、その生の声に耳を傾けなければならない。 
そして、まちづくりは、自治体だけで行うものではなく、まちぐるみで行うものとの視点
に立つものでなければならない。そうであるとすれば、いま求められているのは、「住民の
心に火をつける」職員であり、「職員の心に火をつける」住民である。そして、浮上する課
題に対応するには、種々の外部人材を活用する視点がかかせず、市区町村職員には、コミュ
ニティ・オーガナイザーの素質が求められるのである。 
 以上が、究極の目的は「住民自治の充実」の基本的な説明となっていると読むことができ
よう。 
 
4 地方分権改革はなぜ、むずかしい改革となるのか 
 
 著者は、地方分権改革の難しさをこの間の推移から以下のように述べている。 
 
（1）1990年代の「行政改革」「政治改革」の流れの中で浮上 
 自治体関係者や地方自治の研究者から継続的な主張があったにもかかわらず、具体的な動
きにつながらなかった、地方分権改革は、1990年代になって、経済団体や労働界を始め、各
界から進めるべきだとの声があがり、国会決議となることで、政府機関全体を動かすことと
なった。しかし、政界と財界が望んだことは、行政改革の一手段としての分権であり、「官
から民へ」「国から地方へ」というのが、行革の柱で、その一環に位置づけられていた。同
床異夢の中での舵取りとなった。 
 
（2）分権推進委員会の事務局は官庁の寄り合い所帯 
 事務局への出向者の多くは、各省庁の出向者で占められ、制度官庁である、自治省、総務
庁、大蔵省にもそれぞれの思惑があり、事業官庁である、建設省、運輸省、厚生省、労働省
は、分権改革に抵抗する勢力であり、委員は事務局抜きで徹底議論し、委員会作業を操縦し
た。 
 
（3）「団体自治」と「自由度拡充路線」の改革となった理由 
 地方分権改革が、「団体自治」の側面を拡充する改革となった、そもそもの理由は、地方分
権推進委員会の取った基本方針にある。「地方六団体の結束した支援を受けながら、地方六
団体側の改革要望事項について関係中央省庁を説得し、改革の実現を図ること」を同委員会
の任務としたのである。 
 つまり、「この地方六団体の要望には偏りがあり、住民自治の拡充に関する要望はほとん
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どなく、団体自治の拡充に関する要望ばかり」であり、また、「団体自治の側面でも、国の
省庁による行政的な関与や補助金の使徒に関する縛りの緩和といったような、自由度拡充路
線に属する要望が大半を占めていた」。国から都道府県へ、都道府県から市町村に事務権限
を移譲すべしという、「所掌事務拡張路線」に属する改革要望は比較的少なかったのである。 
 自由度拡充路線の目玉が、「機関委任事務制度の全面廃止」であった。これにより、個々
の自治体に生じた裁量の余地とは、①条例制定権の範囲の拡大、②法令解釈の余地の拡大、
③国地方係争処理委員会の活用、であった。 
 
（4）平成の大合併は、国会議員が主導 
 委員会は地方六団体の結束を促すために、市町村合併や道州制への移行など、分権の受け
皿論を棚上げとした。しかし、当時与党の自民党を始め多くの議員から、機関委任事務の廃
止の結果、都道府県や知事の権能ばかりが強まりすぎないように、市町村への事務権限の移
譲が可能となるように、市町村合併の促進方策を勧告すべきであるという意見が出され、地
方分権推進委員会としては、市町村合併を先送りしたのでは、政界の協力が得られないと判
断、自主合併という立場を取った。 
 
（5）小泉内閣の「三位一体の改革」の失敗と挫折 
 小泉内閣の「骨太の方針 2003」に基づいて「三位一体改革」が具体化され、税源移譲につ
いては、所得税から住民税へ 3兆円移されることとなったが、これは財務省の強行な反対を
政治主導で押し切ったものである。廃止すべき国庫補助負担金について自治体側から提言を
行ったが、自由度の高まらない補助率の削減にとどまり、地方交付税と臨時財政対策特例債
の大幅な削減が行われた。財務省の巻き返しであった。このように、政治主導で進められる
改革には危うさが伴う。  
 
5 行き過ぎた地方分権改革要求とは 
 
（1）伝統的な「所掌事務拡張路線」の追求へ回帰 
 「自由度拡充路線」を追求してきた分権改革の流れは、こうした改革路線に飽き足らず、
派手で大掛かりな改革を期待する自治体関係者が登場している。それらは、「出先機関の原
則廃止」や「大阪都構想」「特別自治市構想」が唱えられ、挙句の果てに道州制構想へ流れ
込もうとしていると、著者は指摘する。ここでは、道州制と大都市制度再編構想について紹
介する。 
 
（2）道州制に慎重な 4つの理由 
 著者は、自己を道州制の慎重論者であると自己規定するが、その理由を 4点、挙げる。 
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①単一主権国家である日本を連邦制国家とするのはなじまない。 
②道州制あるいは、連邦制の導入で、究極の行政改革を行うというが、国家規模をこれ
以上小さくするのではなく、国が責任をもつべき「国の事務」は国が手放すことなく
実施する必要がある。 
③画一的な権能と組織をもつ設計の道州制は賢明な方法ではない。 
④多くの道州制論者は、都道府県を廃止し道州政府への移行と同時に市町村を大きく再
編することを主張している。平成の大合併は市町村を 1,700 有余としたが、全国一斉
の市町村合併の推進はこれを最後とすべきであり、都道府県も地域状況により存置す
る必要がある。 
また、上記の点をクリアして実施となったとしても、実現は容易でない理由がさらに 3つ
あるとしているが、省略する。 
 
（3）大都市制度再編構想 
 ア）「大阪都」構想について 
 大阪府は全域のほとんどが市街化している現状から見れば、「大阪市」を廃止し、特別区
に分割したいという願望が生まれたことに、それなりの合理的な根拠があるとはいえる。し
かし、大阪府と大阪市は地方交付税の交付団体であるので、「大阪府」と「特別区」は、「東
京都」と「特別区」のような、都区財政調整制度に類似した仕組みを採用してみても、その
旨みは乏しいと判断せざるをえない、とする。「大阪都」構想の主眼が大阪府と大阪市の二
重行政の是正にあるのであれば、伝統ある大阪市を廃止し複数の特別区に分割するような荒
療治ではない、穏便で地道な方策があるとする。 
 なお、昨年の国会で、大都市特別区設置法を、大阪維新の会を組織して、5 党合意の議員
立法で制定した、政治手腕は見事だと評価したいという。唯一の立法機関である国会を動か
すことが肝要とみた、政治認識のレベルを評価しているのである。 
 同法の制定に関連して、大阪府と大阪市の二層の自治体の統合構想について、制度設計の
詳細は地元の合意に委ねよとする要求を是認している国はなく、そのような要求を行ったの
は分をわきまえずに思い上がった、行き過ぎの要求だというのである。 
 
イ）「特別自治市」構想について 
 指定都市市長会が、提言している特別自治市構想は、戦前以来の特別市構想の焼き直しで
あって、地方交付税制度のような財政調整制度がまだ、存在しない時代の所産である。都道
府県公安委員会と道府県警察の所掌事務まで引き継ぐことが犯罪の広域化の中、許容される
のか。20政令市は多種多様である。行政区制度についても議論の余地がある。 
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（4）集権分散システムを取る中で、さらに自治体の所掌事務を増やすのか 
 分権の進め方が「所掌事務拡張路線」へ傾斜し始めているが、「行政システムが集権分散
型システム」の日本は、自治体の所掌事務が先進諸国の自治体と比べて、すでに十分幅広く、
その所掌事務の範囲をさらに拡張することが、必要不可欠な事柄なのか。 
 
6 公務員である自治体職員の本質は公共感覚 
 
 冒頭で紹介した 3つの危惧を孕む状況下、自治・分権を更に進めていく上で、自治体職員
の果たす役割とはなにか。公務員たる自治体職員の本質は公共感覚にあると著者は指摘する。
なぜそうか、著者の行論を整理してみよう。 
 自治体職員は行政のプロであり、住民は役所の事務についてはアマチュアであるという思
い込みがあるが、自治体職員と住民の学歴レベルでの差がなくなった今、住民の中に多数い
る高度な学歴と専門知識をもつ人から学ぶ姿勢こそが大事であり、また学歴にかかわらず、
地域にいるその道の専門家や豊富な人材をどう活かすかが大切なのである。 
 では、自治体職員は一般住民とどこがちがうのか、役所における執務知識において決定的
な違いがあるとの見方がある。しかし、これも、情報公開が進み、役所内の政策形成のプロ
セスが住民にもわかるようになれば、埋まってしまう溝である。 
 公務員の究極のよりどころは、公務員であれば、だれでももっているはずの「公共感覚」
なのではないか。これは多様な住民とのやり取りの中で獲得されるものである。公共感覚を
職員が磨くためには何が必要か。「自治体職員は『まち』の全体像を把握せよ」「若いうち
に税務課を経験せよ」「行政サービスの全体像を把握せよ」の 3点が指摘されている。 
つぎに、分権の成果を活用し、地方分権の恩恵を住民に還元するという点では、つぎのポ
イントが挙げられる。「通達・通知の『技術的な助言』化を活かせ」「補助対象財産の財産
運用の弾力化を活かせ」「法令等による義務付け・枠づけの緩和を活かせ」「都道府県から
基礎自治体への事務権限の移譲を活かせ」である。 
自治体職員に求められる能力としては、政策法務能力に加えて、政策財務能力の向上も必
要となってきているのである。 
 
おわりに 
 
以上、本書のエッセンスと思われるところを要約的に紹介してきた。著者が一番再考し、
確認したいことはなんであろうか。それは自治・分権の推進とは、住民自身のまちづくりが
どれだけ進展するのかという点にあるということであろう。これは、言葉にしてみればあた
り前のことであるが、地域における実践的課題としてみれば、けっして、自明とは言えない
であろう。住民と自治体職員と議員と首長の「公共感覚」がどれだけ、磨かれているかにそ
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れはかかるからであり、具体的な地域の中で実践的に形成され、獲得されていくものだから
である。 
そして、住民がまちづくりの営みに関わる時、それは、楽しいことや愉快なことばかりで
はない。理不尽な事態の連続になったり、少数の理解しか得られず、孤立してしまうという
こともままある。成就の時期を何年も待つということもあろう。 
とはいえ、そうした状況にあっても、「公共感覚」を磨き、高潔さを保つことで、多様な
住民同士が、「公共感覚」という土俵で出会う場面も、また出現するというものであろう。
住民自治とは事態に対して当事者として逃げないことなのである。その点でいうと、本書で
著者が述べている地方自治の実相と課題の展開の多くを紙数の関係もあり紹介できなかった。
読者自ら本書をぜひ手に取っていただきたい。 
日本の 1,700 有余の自治体の中で、「公共感覚」をもつ自治体職員が、そうした「住民」
を見極め、まちづくりに活かす、縁の下の力持ちの役割をさりげなく果たしている情景が現
出すること、私たちは自治体改革とは、そのようなものであることを忘れてはならないであ
ろう。 
たしかに自治体は権力をめぐる駆け引きであったり、多数決が物をいうものであったりす
る。利害をめぐる敵対や相互不信、優勝劣敗が世情をかなり占めているともいえる。であれ
ばこそ、自治・分権の究極の課題に、住民同士の関係としてのまちづくりがそびえているこ
とをしかと見据えて、あすへの一歩を踏み出すことが肝要なのである。 
 
 
（平成 25年 6月 5日受付、平成 25年 7月 14日再受付） 
